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第１章 調査の基本的な考え方  

１.調査の背景と基本的な視点  

（１） 背景と目的 

本区では、平成 22 年 11 月に第５次住宅マスタープランを策定し、「安心できる住生活を実現し、

安全で快適に住み続けられる住宅・まちづくり」を基本理念に掲げて、総合的な住宅施策を推進して

きた。第５次住宅マスタープランでは、特に今後高齢化が進行することから、住宅と福祉が連携して

住まいづくりを進める視点が重要であると考え、住宅部門と福祉部門の連携、区民や民間事業者との

協働により多様で広がりのある住宅施策を展開していくとし、区における住宅施策の基本的な方向を

取りまとめた。 

しかし、策定後に東日本大震災の発生や東京スカイツリー®の開業といった転機に加え、マンショ

ン供給の増加、地価及び建設コストの上昇や環境配慮への意識のさらなる高まりなど、区民意識や区

民生活に影響を与える大きな変化があった。また、区の人口が 26万人を超える一方、小さな子どもの

いるファミリー世帯の割合の減少傾向や、さらなる高齢化の進行という課題も深刻化してきた。 

そこで、こうした変化や課題に柔軟に対応していくため、新たな視点から住宅施策の再構築を図る

とともに、今後 10 年間（平成 29 年度～平成 38 年度）の住宅施策をより確かなものとして、総合的

かつ計画的に推進していくために新たな住宅マスタープランを策定することとした。 

このような背景を踏まえ、本調査は、新たな住宅マスタープランを策定するための基礎資料を収集

分析し、本区の住宅施策の課題を明らかにするとともに施策展開の方向性を示すことを目的とするも

のである。 

 

調査の前提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 国等の制度の制定、改定 

・住生活基本計画改定（平成 28 年） 
・高齢者の居住の安定確保に関する法律改定 
（平成 23 年） 

・東京都住宅マスタープラン改定（平成 24 年） 
・高齢者の居住安定確保プラン策定（平成 27 年） 

②社会情勢の変化 

・東日本大震災の発生     ・高齢化の進展 

・地価及び建設コストの上昇  ・消費税増税  

⑤住宅の供給計画の見直しの必要性 

・供給目標戸数の見直し 

・公営住宅の供給計画見直し 

・民間住宅の役割検討 

④区管理住宅の再構築の必要性 

・区民、高齢者住宅等の制度見直し 

・区建設型区民住宅の今後のあり方（転用）

の検討 

新たな住宅マスタープラン（平成 29 年度～平成 38 年度） 

③墨田区の変化 

・新たな墨田区基本計画の策定 ・人口が 26 万人を超える           ・マンションの増加 

・墨田区総合戦略の策定    ・小さな子どもがいるファミリー層の区外転出 ・東京スカイツリー®の開業 
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（２） 基本的な視点 

 

（３）  

 

 住宅などの不動産の動向は、社会経済情勢等の変化に大きく左右される一方、民間企業ではこう

した変化を好機と捉え、新たな発想のもと商品、技術等の開発を進め、時代のニーズに即した住

宅供給が進められている。 

 区においては、人口動態や産業構造の変化など、時代の変化を見据えつつ、まちづくりという広

い視点に立って良好な住環境の整備を推進する必要がある。 

墨田区集合住宅条例とともに良質な住宅の供給誘導を図り、その促進に向けて支援策の拡

充を図るなど、民間活力を最大限に活用し、将来にわたって良好な住宅市街地を形成し、子

育て世帯や高齢者世帯など多様な世帯が、良質な住宅で安全に安心して住み続けられる住

まいづくりを進めていく。 

 

  

  

 

 現在の住宅セーフティネット施策は、その中心的役割を担う区営住宅が常にほぼ満室の状態であ

り、都営住宅の移管をしつつも、新規建設による住宅の供給は現実的に困難であることから、多

様な住宅確保要配慮者（高齢者、障害者、子どもを育成する家庭、低所得者等）に対応しきれな

い状況が続いている。 

 住宅ストックの中には、建替えや大規模修繕の時期を迎えているものも数多く、これらを適切に

維持管理し、さらに耐震化やバリアフリー化などのリノベーションを図ることが課題となってい

る。 

地域再生の視点も踏まえ、公営住宅の規模を維持するとともに、空き家や老朽家屋を含む既

存ストックを有効に活用し、多様な主体・分野と連携して住宅セーフティネットの拡充を図

るなど、区民が住生活に困窮することのない持続可能な仕組みづくりを進める必要がある。 

 

 

 

 

 高齢者の住まいづくりでは、所得状況だけでなく、身体機能の低下等によるハード面での対応や

介護などの福祉サービスの提供といった様々な要素を考慮する必要がある。 

 平成 23 年度にはサービス付き高齢者向け住宅の制度が創設されるなど、高齢化の進展とともにそ

の住まいも一層多様化している。 

 住宅セーフティネットの強化と同様、多様な主体・分野との連携によるストックの有効活用を推

進し、現行のシルバーピアや高齢者個室借上げ住宅に加え、地域性を考慮した新たな住まいのあ

り方を検討する。 

高齢者においては、住宅と福祉が不可分な関連性を有することから、区としてどのような位

置づけで住宅と福祉の施策を推進すべきか、改めてそれぞれの役割を明らかにし、相互の連

携によって最大限の効果を発揮できるような仕組みを検討する。 

① 住み続けられる住環境整備（時代の変化に対応した良質な民間住宅の供給誘導と支援） 

 

② 住宅セーフティネットの強化（重層的セーフティネットの構築と既存ストックの有効活用） 

 

③ 高齢者の新たな住まいづくり（福祉施策と住宅施策の再編と連携） 
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第２章 墨田区の住まいを取り巻く現状について 

 

【資料について】 

■国勢調査： 

 「人口及び世帯」に関する各種属性のデータを調べる「全数調査」。日本では、国の最も重要かつ基

本的な統計調査として、統計法に基づき総務大臣が 10 年ごとに国勢調査を実施することとされて

おり、その中間の５年目に当たる年には簡易な方法で実施されている。  

■住宅・土地統計調査： 

 住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びにこれらに居住している世帯に関する実

態を把握する調査。昭和 23 年から５年ごとに行われ、平成 25 年住宅・土地統計調査はその 14 回

目に当たる。（抽出調査のため、各項目の内訳を足し合わせたものと合計が一致しない場合がある。） 

 

１.人口・世帯  

（１） 人口・世帯数の推移 

◆人口は 26 万人を突破し、世帯数とともに増加傾向 

 墨田区の人口は、平成 12年以降増加に転じており、平成 23年から平成 24年にかけて増加率が

鈍化しているが、平成 25年以降は再び増加傾向にあり、世帯数とともに増加を続けている。 

 平成 27 年現在の総人口は、約 26 万人となっている。 

 

■総人口と世帯数の推移（資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査・墨田区行政基礎資料集） 
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（２） 年齢別人口の推移 

◆老年人口の割合が増加し、高齢化率は 23.4％ 

 年齢別の人口割合をみると、年少人口と生産年齢人口の割合が減少し、老年人口の割合が増加

しており、少子・高齢化が進んでいる。 

 平成７年に 15.5％であった高齢化率は、平成 27年には 23.4％まで増加している。 

 

■年齢別人口割合の推移（資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査） 

 

（３） 転入・転出の状況 

◆20 歳代の転入が多く、平成 12 年以降、転入超過数が大きく増加 

 年齢別に転入・転出の状況をみると、20 歳代が突出して転入超過の傾向にあり、平成 12年以

降、20 歳代～30 歳代の転入が大きく増加している。 

 ０歳～４歳については転出超過となっている。 

 

■年齢別純移動数の推移（国勢調査、総務省住民基本台帳人口移動報告に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成） 

 

  

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口）

65歳以上（老年人口） 老年人口のうち75歳以上

12.2

72.3

9.4

6.1

10.6

65.9

12.4

11.0

15～64 歳(生産年齢人口) 

0～14 歳(年少人口) 

65 歳以上(老年人口) 

 

-4000

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

S55→S60

S60→H2

H2→H7

H7→H12

H12→H17

H17→H22



 

 5 
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（４） 世帯の内訳 

◆単身世帯の割合が増加する一方、ファミリー世帯の割合が減少 

 世帯の内訳をみると、世帯人員は１人世帯の割合が年々増加しており、平成 22年で 44.9％、１

世帯当たり人員は 2.04 人となっている。 

 世帯類型別では、単身世帯の割合が増加する一方で、「夫婦と子ども」、「ひとり親と子ども」を

合わせたファミリー世帯の割合が減少傾向にある。 

 

■世帯人員割合の推移（資料：国勢調査） 

 

 

■世帯類型割合の推移（資料：国勢調査） 
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（５） 高齢世帯の状況 

◆高齢者世帯の割合はほぼ横ばいである一方、後期高齢者単身世帯の割合が増加 

 高齢者世帯の状況をみると、世帯数に占める高齢者がいる世帯の割合は、ほぼ横ばいで推移し

ているものの高齢者がいる世帯が増加しており、特に後期高齢者単身世帯の増加がみられる。 

 

■高齢者世帯割合の推移（資料：国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 世帯の年収 

◆年収 200 万円未満の世帯が増加傾向 

 世帯の年収をみると、200 万円未満の割合が多い。 

 

■世帯年収割合の推移（資料：住宅・土地統計調査） 
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２.住宅ストック 

（１） 住宅数の推移 

◆人口増加に対応して住宅総戸数が増加する一方、空き室・空き家率も上昇 

 住宅総戸数は、人口増加に対応して、平成５年以降増加傾向にあり、平成 25 年現在で約 14 万

戸となっている。 

 空き室・空き家数は、最近５年間で４千戸近く増加しており、空き室・空き家率も 11.1％と近

隣区に比べて高い値となっている。 

 

■住宅数と空き室・空き家数の推移（資料：住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■空き室・空き家率の近隣区の比較（資料：住宅・土地統計調査） 
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（２） 所有関係 

◆借家のうち、民営借家の戸数が大きく増加 

 所有関係別では、持ち家では「持ち家（共同住宅等）」が増加しており、借家では「民営借家」

が大きく増加している。 

 

■所有関係別専用住宅数の推移（資料：住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 建築時期 

◆木造、防火木造ともに過半数が昭和 55 年以前の建築 

 建築時期別では、旧耐震基準※1である昭和 55年以前に建築された割合が 25.5％となっている。 

 構造別にみると、木造、防火木造ともに過半数が昭和 55 年以前の建築となっている。 

 

■構造・建築時期別住宅割合（資料：平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

                                                   
※1 旧耐震基準は、建築物の設計において適用される地震に耐えることのできる構造の基準で、昭和 56

年 5月 31 日までの建築確認において適用されていた基準をいう。住宅・土地統計調査の建築時期は 10

年毎の区切りとなっていることから、ここでは昭和 55年以前を旧耐震基準という。 
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（４） 居住面積水準 

◆民営借家において最低居住面積水準未満の割合が３割以上 

 最低居住面積水準未満の割合は 16.1％となっており、５年前よりも増加している。 

 所有関係別にみると、持ち家の最低居住面積水準未満率が 4.7％と低い一方、借家で 28.1％と

割合が高くなっており、民営借家では３割を超えている。 

 

■居住面積水準割合の推移（資料：住宅・土地統計調査） 

 

 

■所有関係別居住面積水準割合（資料：平成 25年住宅・土地統計調査） 
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（５） 高齢者の居住する世帯のバリアフリー化※2 

◆高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率は特別区部の平均を下回る 

 高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率は、最近５年間でほぼ横ばいとなっており、特別区

部の平均を下回っている。 

 

■高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率の推移（資料：住宅・土地統計調査） 

 

 

■高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率の近隣区の比較（資料：平成 25 年住宅・土地統計調

査） 

  

  

                                                   
※2 住宅・土地統計調査において、バリアフリー化は以下の２つに区分されている。 

「一定のバリアフリー化」：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」、「段差のな

い屋内」のいずれかに該当すること 

「高度のバリアフリー化」：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」、「段差のな

い屋内」、「廊下などが車いすで通行可能な幅」のいずれにも該当すること 
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（６） 空き室・空き家の内訳 

◆一戸建の空き家のうち、腐朽・破損有の割合が約４割 

 空き室・空き家数は最近５年間で大きく増加しており、内訳※3をみると、いわゆる空き部屋に相

当する「賃貸用の住宅」が増加している。 

 

■種類別空き室・空き家数の推移（資料：住宅・土地統計調査） 

 

 

■建て方・腐朽破損の有無別空き室・空き家数の割合（資料：平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

  

                                                   
※3 住宅・土地統計調査において、空き室・空き家は以下の４つに区分されている。 

「二次的住宅」：別荘などの住宅 

「賃貸用の住宅」：新築・中古を問わず賃貸のために空き家になっている住宅 

「売却用の住宅」：新築・中古を問わず売却のために空き家になっている住宅 

「その他の住宅」：その他、人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長

期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅 
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３.住宅フロー 

（１） 着工住宅数 

◆新設着工住宅数は増加傾向で、分譲住宅の供給が増加 

 新設着工※4住宅数は、平成 18年をピークに減少傾向にあったが、最近４年間は再び増加傾向に

あり、特に分譲住宅の供給が増えている。 

 

■着工住宅数の推移（資料：建築統計年報） 

 

 

（２） 分譲マンション供給戸数 

◆分譲マンション供給における戸あたり平均専有面積は近隣区で２番目に小さい 

 分譲マンションの供給戸数は、平成 18年以降は年間 300～700 戸程度で推移しており、戸あた

り平均専有面積も平成 17年までと比べると小さくなっている。 

 近隣区と比較すると、戸あたり平均専有面積は台東区に次いで２番目に小さい一方で、平均分

譲価格は江東区に次いで高くなっている。 

  

                                                   
※4 建築統計年報において、新設住宅は利用関係により以下の４つに区分されている。 

「持ち家」：建築主が自分で居住する目的で建築するもの。（一戸建、共同住宅等の合計） 

「貸家」：建築主が賃貸する目的で建築するもの。 

「給与住宅」：会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するもの。 

「分譲住宅」：建て売り又は分譲の目的で建築するもの。（一戸建、共同住宅等の合計） 
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■分譲マンション供給戸数の推移（資料：全国マンション市場動向） 

 

 

■分譲マンション供給の近隣区の比較（資料：全国マンション市場動向 2013） 
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49.8%

30.6%

11.8%

7.9%

80.6%

15.1%

4.2%

４.分譲マンションストック※5 

（１） 分譲マンションストックの概要 

◆築年数 30 年以上となる分譲マンションが 24.0％ 

 墨田区内の分譲マンションストックは、平成 26年時点で 912 棟、40,743 戸となっている。 

 竣工年別にみると、築年数 10年未満のマンションが 31.8％を占めている一方、築年数 30年以

上となるマンションも 24.0％となっている。 

 

■築年別マンション数の推移 

（資料：平成 26 年墨田区分譲マンション実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 修繕の状況 

◆長期修繕計画を作成していないマンションは 15.1％ 

 長期修繕計画を作成しているマンションは 80.6％を占める一方、作成していないマンションは

15.1％となっている。 

 長期修繕計画の見直しの状況は、「見直したことがある」が 49.8％とほぼ半数となっている一

方、「見直しをしたことも今後する予定もない」が 11.8％となっている。 

 

■長期修繕計画の作成状況と見直し状況（資料：平成 26 年墨田区分譲マンション実態調査） 

      

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※5 「平成 26年墨田区分譲マンション実態調査」で調査対象分譲マンションの条件を満たす 912 件の

分譲マンションに対してアンケート調査を実施し、回収できた 284 件の内容となっている。実態調査

の調査対象は、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」で定義されたマンションのうち、非

木造３階建以上で６以上の区分所有者が存在し、人の居住の用に供する専有部分のある共同住宅。 
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（３） 耐震化の状況 

◆昭和 56 年以前に着工したマンションのうち、59.0％で耐震診断が行われていない 

 昭和 56 年５月 31 日以前に着工されたと回答があったマンション 61件のうち、「耐震診断を

行ったことがある」ものは 37.7％となっている。 

 「耐震診断を行っていないが、今後予定している」と「行っておらず、今後の予定もない」も

のは、合わせて 59.0％となっている。 

 

■耐震診断の実施状況（資料：平成 26年墨田区分譲マンション実態調査） 
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第３章 住宅政策の現状と評価  

１．国・東京都の住宅施策の動向 

（１） 住生活基本計画（全国計画）の見直し 

 住生活基本法に基づき、住生活安定向上施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計

画である住生活基本計画（全国計画）について、おおむね５年ごとに見直しを行うこととされ

ていることから、平成 27年度に見直し作業が行われた（平成 28年３月閣議決定）。 

 

◆新計画の目標 

【居住者からの視点】 

目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

【住宅ストックからの視点】 

目標４ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅への更新 

目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進 

【産業・地域からの視点】 

目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

目標８ 住宅地の魅力の維持・向上 

 

（２） 東京都住宅マスタープラン(平成 24 年 3 月策定) 

 東京都では、住生活基本法に基づく住生活基本計画(都道府県計画)として、“首都・東京にふさ

わしい高度な防災機能を備えた居住の実現”のため、平成 23 年度から平成 32年度までの 10年

間の計画が策定されている。 

 

◆10 の目標 

目標１ 安全で安心な住宅・住宅市街地の形成 

目標２ 地域における生活サービスとの連携 

目標３ マンションの管理適正化・再生 

目標４ 公共住宅ストックの有効活用 

目標５ 郊外住宅市街地等の活性化 

目標６ 既存住宅活用の推進 

目標７ 市場におけるルールづくり 

目標８ 良質な住宅を供給する市場の整備 

目標９ 支援を必要とする世帯の居住の安定確保 

目標10 地震災害からの復興 
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２．墨田区の住宅施策事業の評価   

 第 5 次住宅マスタープランの基本目標ごとの評価をまとめる。 

 基本目標１ 暮らしを支える適切な民間住宅の誘導による住まいづくり 

（１）民間住宅の適切な誘導 

・集合住宅条例や開発指導要綱による指導や誘導を行っており、今後も社会状況等の変化に応

じて、指導内容を柔軟に対応させながら、優良な住宅供給に取り組んでいくことが望ましい。 

・分譲マンションアドバイザー利用制度の利用実績が少ないものの、今後の活用が見込まれる

ことから、支援策を継続する必要がある。 

（２）子育てしやすい住宅、住環境の供給誘導 

・「すみだ子育て支援マンション認定制度」の再構築を図るとともに、より多様化する住まいへ

のニーズに対応した総合的な住宅の認定制度として、「すみだ良質な集合住宅認定制度（子育

て型）」を創設したが、申請件数が少なく、これまで以上に事業の周知とともに実績の向上を

図る必要がある。 

・「子育てに配慮した住宅のガイドブック」の活用については、住宅を計画する段階で区から施

主や設計者に接触するタイミングがないため、子育てに適した住宅供給誘導を行うのであれ

ば、違うアプローチを検討する必要がある。 

 

基本目標２ 誰もが安心できる住宅セーフティネットの充実による住まいづくり 

（１）公営住宅に頼らない手法による住宅セーフティネットの構築 

・「あんしん居住制度」の案内や「高齢者等住宅あっせん制度」に取り組み、民間賃貸住宅への

入居を促進しているが、あんしん賃貸支援事業の廃止や、あっせん制度の成約件数が少ない

などの課題を鑑み、今後は区の実情にあわせた居住支援施策を検討する必要がある。 

・外国人の生活マナーについては、住宅施策に関する事象だけではないので、全庁的に取りまと

めて実施することが望ましい。 

（２）住宅確保への支援 

・高齢者個室借り上げ住宅について、民間住宅を高齢者向け住宅に活用することは、住宅に困窮

している高齢者にとって意義があり、今後も継続することが望ましいが、高齢者が安全かつ

安心に居住できるよう、安否確認のあり方等を検討する必要がある。 

・区営住宅は、依然として入居希望者が募集戸数を大幅に上回っており、入居者管理の適正化や

都営住宅の区移管により需要に追い付くのは困難ではあるものの、今後も継続して事業を進

めることで、住民福祉の向上を図る必要がある。 

（３）住宅需要の変化に応じた公共住宅の適切な運用 

・区営住宅、高齢者向け住宅については、依然として供給に対する需要が大きい一方で、区民住

宅については、空室が年々増加しており、民間賃貸住宅の居住環境が改善・改良されたことに

より、本事業の役割は終えたといえる。 

・公的住宅全体の状況を把握し、福祉部門とも連携しながら、区民住宅の用途変更等を含めて、

公的住宅の適切な運用方法を検討する必要がある。 
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基本目標３ 高齢者世帯等が住み続けることができる住まいづくり 

（１）高齢者向け住宅の供給促進 

【住宅の高齢者向け改修支援】 

・民間木造賃貸住宅改修支援について、高齢者のニーズは高いとみられるが、供給量が目標に届

いておらず、今まで以上に供給を促進する必要がある。また、高齢者住宅の供給の観点におい

て構造を木造に限定する必要がないため、対象を見直す必要がある。 

・高齢者、障害者の住宅改修助成について、高齢者向けの申請要件の緩和や障害者向けの新たな

項目の追加等により助成件数が増加しており、在宅での住環境整備に有効でニーズも高いた

め、今後も継続していく必要がある。 

【高齢者向け優良賃貸住宅の供給】 

・高齢者向け優良賃貸住宅は、事業に対する需要が高く、今後も高齢者の居住の安定を確保する

必要があるため、施策を継続することが望ましい。一方で、高齢者円滑入居賃貸住宅や高齢者

専用賃貸住宅については、法改正によりサービス付き高齢者向け住宅に一本化されたことを

うけ、住宅確保要配慮者等への居住支援の取組みの中で、関連する他の事業と総合的に検討

する必要がある。 

（２）福祉と連携した高齢者等の住まいの供給促進 

・都市型軽費老人ホームについては、現在の施設稼働率はほぼ 100％で推移しており、入居待機

者も発生している状況から、高齢者からの需要が高い施設と判断される。そのため、今後も目

標数を増加し施策を継続することが望ましいが、地域のバランスを考え、高齢者施設が偏在

しないよう考慮する必要性がある。 

（３）高齢者等が民間住宅に入居しやすい環境の整備 

・区の事業として、高齢者等家賃債務保証料助成事業、高齢者等住宅あっせん制度を行っている

が、助成事業の申請件数が少ない、あっせん制度の成約件数が少ないなどの課題があり、制度

の見直しを含めた検討を行う必要がある。 

（４）安心して暮らせる居住環境（福祉と連携） 

・高齢者みまもり相談室が取り組んでいる見守りネットワークの構築と実態把握が果たす役割

は、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために重要であり、推進方策を検討する必要が

ある。 

・民間緊急通報システム事業は、利用者も年々増加しており、今後も継続することが望ましい。 

・高齢者の住み替え支援は、新しい住宅マスタープランにおける施策体系のなかで検討する必

要がある。 
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基本目標４ 世代をこえて受け継がれる良質な住宅ストックの形成 

（１）既存住宅の改善による住宅の質の向上 

・老朽家屋の不燃化や耐震化は、総じて進捗が悪い状況にあり、各種事業の普及啓発や墨田区耐

震補強促進協議会との連携等により、防災性の向上を図る必要がある。 

・耐震・バリアフリー改修促進支援について、バリアフリー改修は介護保険制度内の事業として

は、助成実績から概ね順調といえる。耐震改修は、災害後に一時的な増加がみられるのみであ

ることから、継続的な普及活動を行い、建物の維持管理の必要性と合わせて耐震化の必要性

を啓発する必要がある。 

・住宅修築資金融資あっせん制度については、年度によって申込件数の差異があるものの、問い

合わせ等も寄せられているため、資金の不足する区民への支援を継続する必要がある。 

・防災に関する普及啓発については、防災地図の全戸配布などに取り組んでいるが、東日本大震

災を契機に区民の防災意識・関心は高まっているため、この契機をとらえて意識向上に取り

組む必要がある。防犯に関する普及啓発については、犯罪認知件数は横ばいであり、犯罪抑制

は維持できているため、引き続き事業を継続する必要がある。 

（２）マンションの維持保全及び建替え 

・分譲マンションの管理について、相談会は専門家に無料で相談できる窓口として機能を果た

しているといえるが、「すみだマンション管理組合ネットワーク（すみネット）」については、

会員数は伸び悩み、セミナー等への参加者数も横ばいの状況にあるため、他の手法も含めた

事業実施を検討する必要がある。 

・分譲マンションの維持保全や建替え、改修支援については、概ね順調に事業が進捗しており、

今後、老朽化したマンションが増加するなかで、各事業へのニーズも高まることが予想され

るため、継続する必要がある。 

（３）住宅ストックの有効活用 

・適切な住宅への住み替え支援による住宅ストック有効活用の促進については、中古住宅ストッ

クの流通促進や空き家活用の観点から重要であるため、新しい住宅マスタープランにおける

施策体系のなかで検討する必要がある。 

・区民の住生活ニーズの把握と活用に関して、マンションに関する詳細な実態を把握するため

の調査を実施しており、今後も継続的に実施する必要がある。 
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基本目標５ 人と人とがふれあう良好な住環境の形成 

（１）木造住宅密集地域の改善 

・不燃化促進事業と連携した住環境づくりは、墨田区基本計画に掲げている目標を達成する見

込みであるが、区北部の不燃化率は依然として低い状況にあり、「燃えない・壊れないまち」

の実現に向けて、不燃化・耐震化を促進する仕組みづくりが必要である。 

・老朽建物の建替え促進に関して、細街路拡幅整備事業は、毎年、同程度の申請があり、着実に

進捗しているため、住民等に事業の目的を十分説明し、一層の協力を求めていく必要がある。 

（２）景観に配慮した住環境の整備 

・墨田区まちづくり条例に基づく区民との協働のまちづくりについて、まちづくり登録団体は

増えているが、認定団体になるまでの活動には至っていないため、機会を捉えてまちづくり

へのさらなる関心を高めていく必要がある。 

・景観条例や地区計画によるまちなみ形成の推進については、景観形成基準に適合する指導・誘

導や、地区の課題や特性に応じた地区整備計画の制定を行ってきた。今後も継続して取り組

むことが望ましい。 

（３）環境に配慮した住宅、住環境の形成 

・緑化や省エネルギー対応の推進について、各事業は概ね順調に進捗しており、今後も積極的に

情報収集発信を行い、事業を進めてゆく必要がある。 

・長期優良住宅認定制度については、認定事務を行っているものの活用促進は行っていない。し

かしながら、今後、中古住宅も認定の対象になることなどを踏まえ、ストック活用の観点から

も認定制度の活用促進の取り組みを検討する必要がある。 

（４）地域コミュニティづくり 

・地域団体や管理組合等による良好な住環境づくりの取組みへの支援について、まちづくり登

録団体は増えており、今後も継続して取り組むことが望ましい。 

・すみネットの活動は一部の意欲的な有志に支えられている現状があり、会員の固定化や高齢

化とともに会員数・セミナー参加者ともに伸び悩んでいるため、分譲マンションと地域コミュ

ニティとの関わりについては包括的に検討を行う必要がある。 
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第４章 住宅・住環境の現状 

 

１．人口・世帯の現状  

 少子・高齢化の進展 

年少人口と生産年齢人口の割合が減少し、老年人口の割合が増加しており、少子・高齢化が進ん

でいる。 

 ０歳～４歳の転出超過、20 歳代後半の転入超過数が大きく増加 

20 歳代後半が突出して転入超過の傾向にあり、20 歳代～30 歳代の転入が大きく増加する一方、

０歳～４歳については転出超過となっている。 

 単身世帯の割合が増加する一方、ファミリー世帯の割合が減少 

単身世帯の割合が増加する一方で、「夫婦と子ども」、「ひとり親と子ども」を合わせたファミリー

世帯の割合が減少傾向にある。 

 後期高齢者単身世帯の割合が増加 

世帯数に占める高齢者がいる世帯の割合は、ほぼ横ばいで推移しているものの、高齢者がいる世

帯数は増加しており、特に後期高齢者単身世帯の増加がみられる。 

 高齢単身世帯は子どもが近くにいない割合が過半数 

65 歳以上の夫婦世帯では、子と一緒に住んでいる、または片道１時間以内の場所に住んでいる割

合が 64.7％となっている一方で、65 歳以上の単身世帯では 45.8％となっており、片道１時間以上

の場所に住んでいる、または子がいない割合が過半数となっている。 

 

２．住宅・住環境の現状  

 人口増加に対応して住宅総戸数が増加する一方、空き室・空き家率が上昇 

人口増加に対応して住宅総戸数は増加傾向にある一方、空き室・空き家数は最近５年間で４千戸

近く増加しており、空き室・空き家率は 11.1％と近隣区に比べて高い。 

建て方別の空き室・空き家の内訳は、「共同住宅等」で『賃貸用の住宅』の割合が多い一方、「一

戸建」では、市場に流通しておらず二次的な利用もされていない『その他の住宅』が約 80％を占め

ている。腐朽・破損の有無は、「一戸建」の空き家では『腐朽・破損有』の割合が高い。 

 木造の過半数が昭和 55 年以前（旧耐震基準）の建築 

住宅の建築時期をみると、昭和 55 年以前に建築された割合が約 26％となっており、構造別では

木造の過半数が昭和 55年以前の建築となっている。 

 共同住宅が７割以上を占め、６階建て以上の共同住宅が増加している 

建て方別では、共同住宅の合計が住宅総戸数の７割以上を占めており、特に６階建て以上の共同

住宅の割合が多くなっている。時系列でみると共同住宅が増加しており、一戸建は微減傾向にある。 
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 分譲マンションの戸あたり平均専有面積は縮小傾向で、近隣区のなかでも小さい 

分譲マンションの戸あたり平均専有面積は、平成 18 年以降縮小傾向となっており、近隣区と比

較しても小さい一方で、平均分譲価格は高い傾向にある。 

 年収 200 万円未満の世帯が増加傾向にあり、借家世帯に多い 

世帯の年収が 200 万円未満の割合が多く、世帯数も増加傾向にある。借家世帯でみると、公営借

家で約 50％、民営借家で約 20％が年収 200 万円未満となっている。 

 民営借家では最低居住面積水準未満の割合が、子育て世帯では誘導居住面積水準未満

の割合が高い 

世帯人員に応じて必要不可欠な住宅面積を下回る水準（最低居住面積水準未満の割合）は 5年前

と比べて増加しており、住宅の所有関係別では、「持家」に比べて「借家」の割合が高く、民営借家

では 30％を超えている。 

また、多様なライフスタイルに対応するために必要な住宅面積を下回る水準（誘導居住面積水準

未満の割合）では、世帯構成別で「子育て世帯」が最も高くなっている。 

 住宅のバリアフリー化率は 50％を下回る 

高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率は、５年前と比べてほぼ横ばいで、約 41％となってい

る。また、住宅総数に占める高齢者等のための設備がある住宅の割合は 47.5％になっている。 

 公営住宅において住宅の面積と世帯人数のミスマッチが生じている 

公営住宅居住世帯について、最低居住面積水準未満の世帯がいる一方、誘導居住面積水準以上の

世帯もいるなど、住宅の面積と世帯人数のミスマッチが生じている。 

 

３．第5次住宅マスタープラン事業評価に基づき特に見直し対象とする事業 

 分譲マンション管理組合への助成制度等のＰＲが遅れている 

分譲マンションアドバイザー制度利用助成の活用促進の遅れ、すみネットによるマンション管理

セミナー会員数の伸び悩みが生じている。 

 子育てに配慮した住宅整備の誘導が遅れている 

すみだ良質な集合住宅認定制度（子育て型）の申請実績が少なく、事業の周知が進んでいない。 

 高齢者向けの民間木造賃貸住宅の改修支援が遅れている 

対象となる家主への事業周知や相談体制が構築されていない。 

 都営住宅の区移管が遅れている 

都営住宅の区移管については、移管条件が整わず時間を要している。 

 不燃化や耐震化にやや遅れが生じている 

不燃化・耐震化の重要性の理解や、木造住宅耐震改修促進事業、民間金融機関と連携した金利優

遇制度の周知などが不足し、実績が減少傾向にある。 
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 高齢者の住み替え支援が遅れている 

多様な主体・分野と連携し、世帯構成や収入等に適した住宅を探すことができる仕組みが構築さ

れていない。 

 高齢者世帯等への居住支援策の実績が上がっていない 

高齢者世帯等に貸し渋る住宅所有者が多く、高齢者等住宅あっせん制度や高齢者等家賃債務保証

料助成制度の制約件数が少ない。 

４．実態調査等の現状 

① 区民居住意識等実態調査 

 子どもの年齢により住環境の充実への要望は異なる 

子育てしやすい住環境の充実のための要望は、同じ子育て世帯でも、「６歳未満の子どもがいる

世帯」では「保育施設などの子育て支援施設の整備充実」が多く、「6～18 歳未満の子どもがいる世

帯」では「子育て世帯の住宅費負担の軽減」が多くなっており、子どもの年齢によって住環境への

要望は異なっている。 

 子どもがいる世帯は「部屋の数・間取り」に不満をかかえ、住居費負担も大きい 

子どもがいる世帯の約 20％が 49 ㎡以下の住宅に住んでおり、「部屋の数・間取り」に対する不満

足度が他の世帯より高くなっている。また、月々の住居費は「10～15 万円未満」の割合が多くなっ

ている。 

 高齢単身世帯は民間借家や公的住宅の居住割合が高く、住居費負担は４万円未満が多

い 

「65 歳以上の夫婦世帯」は『持ち家：一戸建(新築)』『持ち家：一戸建(中古)』の居住割合が高

いが、「65 歳以上の単身世帯」は『民間の借家：アパートや賃貸マンション』『公的住宅』の居住割

合が高く、住居費負担は『４万円未満』が多くなっている。また、約 10％が過去５年以内に住み替

えを経験しており、きっかけは『居住費の負担を減らすため』が多くなっている。 

 区民の約６割が高齢期には在宅サービスを受けながら自宅で暮らすことを希望 

高齢期に希望する住まいは、『自宅で暮らしたい』の割合が約６割となっている。 

 老朽化など住宅自体の問題による住み替え意向が高い一方、区内で住宅のステップ

アップを行っている 

『住宅の面積が狭い』『建物が古い、傷んでいる』など、住宅自体の問題による住み替え意向が高

い。一方で、住み替えたきっかけは『持ち家の購入など住宅のステップアップ』が多く、住み替え

た方の約半数は区内での住み替えとなっている。 

 「持ち家」居住でも『住み替え』を希望 

一般的には、持ち家を終の棲家としてきたが、「一戸建て」居住者は『住み続けたい』が約 70％、

「分譲マンション」居住者は『住み続けたい』が 60％未満となっており、持ち家が終の棲家となら

なくなってきている。 
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 建物や設備の環境性能を重要だと思う割合が多い 

環境に配慮した住まいづくりの取り組みとして、「二重サッシや複層ガラス等の省エネ窓」、「空

調や給湯等の設備の省エネ性」、「住宅の長寿命化・維持保全」など、建物や設備の環境性能を重要

だと思う割合が多くなっている。 

 行政の取組みについて分譲マンションの維持管理、建替え支援に対する不満足度が高

い 

これまでの住宅・住環境の問題に対する行政の取組みについて『分譲マンションの維持管理、建

替え支援』に対する不満足度が高くなっている。 

 耐震診断・耐震改修を実施するうえでの問題点は「資金がない」 

耐震診断・耐震改修を実施するうえでの問題点は、『資金がない』が最も多い。 

 集合住宅居住世帯の町会・自治会加入率が低い 

町会・自治会の加入率は「持ち家：一戸建て」は 90％以上であることに対し、「分譲マンション」

で約 70％、「アパートや賃貸マンション」で 20％と、共同住宅においては一定の未加入者が存在す

る。 

町会・自治会に加入しない理由は『集合住宅に住んでいるため』、『加入の仕方がわからない』、『町

会・自治会からの勧誘がないため』が共に 30％を超え、活動自体に対する抵抗は多くはないといえ

る。 

② 平成26年墨田区分譲マンション実態調査 

 築年数 30 年以上の分譲マンションが 24％を占める 

分譲マンションストックは、築年数 10 年未満が約 30％を占めている一方、築年数 30 年以上が

24％となっている。 

 約半数のマンションで管理組合の役員のなり手不足を実感 

管理組合の役員のなり手不足は、50％以上のマンションが感じている。 

 長期修繕計画を作成していないマンションは約 15％ 

長期修繕計画を作成していないマンションは約 15％となっており、長期修繕計画を作成している

マンションでは『見直したことがある』が約 50％となっている一方、『見直しをしたことも今後す

る予定もない』が約 10％となっている。 

 昭和 56 年以前に着工したマンションの 59％で耐震診断が行われていない 

昭和 56 年５月 31 日以前に着工されたと回答があったマンション 61件のうち、『耐震診断を行っ

ていないが、今後予定している』と『行っておらず、今後の予定もない』ものは、合わせて 59.0％

となっている。 

 防災の取り組みを行っているマンションの割合が低い 

自主防災組織があるマンションは約 20％にとどまっており、自主防災組織をつくることを検討し

ているマンションも 10％未満となっている。 

防災備蓄倉庫があるマンションは約 20％にとどまり、防災備蓄倉庫を設置しているマンションの

中でも、防災備蓄倉庫に備蓄物資が収納されないままになっているものが約 25％を占めている。 
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③ 区外住民意識調査 

 行政に期待する定住支援は「防犯対策の充実」が最も多い 

行政に期待する定住支援は、「防犯対策の充実」、「良質な住宅の建設誘導」、「防災対策の充実」の

順に多くなっている。 

 以前に本区から転居した理由は建物を起因とした理由が多い 

以前に本区から区外へ転居した理由は、「住宅の面積が狭いため」が 20.5％、「建物が古い・傷ん

でいるため」が 17.5％となっている。 

 

④ 不動産事業者調査 

 空き家・空き室対策としてリフォームが求められ、家主は家賃を値下げしている 

空き家・空き室は、リフォームが求められており、家主は空き家・空き室対策として家賃・価格

の値下げを行っている。 

 賃貸住宅オーナーは「高齢単身不可」、「外国人不可」、「身元引受人なし」の入居要件

設定が多い 

入居要件を設けるオーナーの動向として、「高齢単身不可」、「外国人世帯不可」、「身元引受人がい

ない」が同数 1位となっている。 

 高齢者のみの世帯に対し行政による「入居者が亡くなった後の残存家財の片付け」や

「定期的な見守り」への支援要望が多い 

高齢単身又は高齢者世帯に必要な入居支援としては、「入居者が亡くなった後の残存家財の片付

け」、「孤独死等を発生させないための定期的な見守り支援」の順で多くなっている。 

 低額所得者世帯に対し行政による「家賃債務保証」への支援要望が多い 

低額所得者世帯に必要な入居支援としては、「家賃債務保証（民間保証会社利用費助成）」、「入居

者トラブルの対応」の順で多くなっている。 

 子育て世帯に対し行政による「入居者トラブルの対応」への支援要望が多い 

子育て世帯に必要な入居支援としては、「入居者トラブルの対応」、「家賃債務保証（民間保証会社

利用費助成）」、「オーナーへの家賃助成」の順に多くなっている。 

 ひとり親世帯に対し行政による「家賃債務保証」への支援要望が多い 

ひとり親世帯に必要な入居支援としては、「家賃債務保証（民間保証会社利用費助成）」、「オーナー

への家賃助成」、「就労支援制度」の順に多くなっている。 

 中古住宅流通促進に対し行政による「リフォーム費用助成」への政支援要望が多い 

中古住宅の流通促進に必要だと考える政策は、「リフォーム費用助成」、「耐震費用助成」、「ローン

利子補助」の順に多くなっている。 
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第５章 現状と課題 

１．多様な世帯への住環境整備について  

現

状 

 少子・高齢化の進展[人口・世帯の現況] 

 ０歳～４歳の転出超過、20歳代後半の転入超過[人口・世帯の現状] 

 単身世帯割合が増加、ファミリー世帯割合が減少[人口・世帯の現状] 

 後期高齢者単身世帯の割合が増加[人口・世帯の現状] 

 高齢単身世帯は子どもが近くにいない割合が過半数[人口・世帯の現状] 

 子どもの年齢により住環境の要望が異なる[実態調査等の現状] 

 住宅自体の問題による住み替え意向が高い[実態調査等の現状] 

 「持ち家」居住でも『住み替え』を希望[実態調査等の現状] 

 

 

特

性 

○ 少子高齢化が進展し、ファミリー世帯の流出、後期高齢者単身世帯割合が増加する一方、20歳

代後半の転入超過数が多い。 

○ 子育てファミリー世帯の住環境の充実のためのニーズは、子どもの年齢により異なる。 

○ 高齢単身世帯の約50％は、近隣に親族世帯がいない状況にある。 

○ 老朽化など住宅自体の問題による住み替え意向が高いが、住み替え先は区内が多い。 

○ 持ち家でも分譲マンションでは住み替えを望む割合が一戸建より高い。 

 

 

課

題 

◆ すべての世帯が住みやすい住環境の整備が求められている。 

◆ 人口構造、世帯構造の変化による住宅ストックと世帯のミスマッチの影響が懸念される。 

◆ 子育てに関する負担軽減や住宅費の負担軽減など幅広い住環境の整備が求められている。 

◆ 区内で住まいのステップアップが図れるような、住宅ストックの形成が求められている。 

◆ 既存住宅の流通など住宅が循環できる仕組みづくりが求められている。 
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２．分譲マンションの維持管理の適正化について 

現

状 

 築年数30年以上の分譲マンションが24％を占める[実態調査等の現状] 

 約半数のマンションで管理組合の役員のなり手不足を実感[実態調査等の現状] 

 長期修繕計画を作成していないマンションは約15％[実態調査等の現状] 

 昭和56年以前に着工したマンションの59％で耐震診断が行われていない[実態調査等の現状] 

 行政の取組みについて分譲マンションの維持管理、建替支援に対する不満足度が高い[実態調

査等の現状] 

 分譲マンション管理組合への助成制度等のＰＲが遅れている[第５次住宅マスタープラン事業

評価] 

 共同住宅が住宅総戸数の７割以上を占め、６階建て以上の共同住宅が増加している[住宅・住

環境の現状] 

 防災の取り組みを行っているマンションの割合が低い[実態調査等の現状] 

 

 

特

性 

○ 分譲マンションの築年数は10年未満が約30％、30年以上が24％となっている。 

○ 50％以上のマンションで管理組合の役員のなり手不足を感じている。 

○ 長期修繕計画を作成していないマンションが約15％、見直しをしたことも予定もないマンショ

ンが約10％ある。 

○ 旧耐震基準で建設されたマンションの59％が耐震診断を行っていない。 

○ 行政に対する分譲マンション支援への不満足度が高く、行政のＰＲも不足している。 

○ ６階建て以上の中高層マンションが区民の居住形態の主流になりつつある。 

 

 

課

題 

◆ 高経年マンションの適正な維持管理・再生対策が求められている。 

◆ 既存マンションの長期修繕計画の作成等、維持管理の適正化が求められている。 

◆ 区民の居住形態の主流となる中高層マンションにおいて資産として継承されるストック形成が

求められている。 

◆ 管理組合の担い手不足が懸念される。 

◆ 旧耐震基準のマンションの耐震化が求められている。 

◆ マンションの適正な維持管理や建替えに対する支援が求められている。 
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３．良好な住宅ストックの形成について 

現

状 

 人口増加に対応して住宅総戸数が増加する一方、空き室・空き家率が上昇[住宅・住環境の現状] 

 (再掲)共同住宅が７割以上を占め、６階建て以上の共同住宅が増加している[住宅・住環境の現

状] 

 民営借家では最低居住面積水準未満の割合が、子育て世帯では誘導居住面積水準未満の割合が高

い[住宅・住環境の現状] 

 分譲マンションの戸あたり平均専有面積は縮小傾向で、近隣区のなかでも小さい[住宅・住環境

の現状] 

 建物や設備の環境性能を重要だと思う割合が多い[実態調査等の現状] 

 本区から転居した理由は建物を起因とした理由が多い[実態調査等の現状] 

 子育てに配慮した住宅整備の誘導が遅れている[第５次住宅マスタープラン事業評価] 

 

 

特

性 

○ 近年５年間で空き室・空き家が４千戸近く増加し、「共同住宅」では『賃貸用の住宅』、「一戸

建」では『市場に流通していない住宅』の空き室・空き家が多い。 

○ (再掲)６階建て以上の中高層マンションが区民の居住形態の主流になりつつある。 

○ 住宅の所有関係別では「民営借家」で最低居住面積水準未満の割合が、世帯構成別では「子育て

世帯」で誘導居住面積水準未満の割合が高くなっている。 

○ 分譲マンションの戸あたり平均専有面積は縮小傾向にあり、近隣区よりも小さい一方、平均分譲

価格は高い傾向にある。 

○ 環境に配慮した住まいづくりについて、建物や設備の環境性能を重要だと思う区民意向が高まっ

ている。 

○以前に本区から区外へ転居した理由は、「住宅の面積が狭いため」、「建物が古い・傷んでいるた

め」が多くなっている。 

 

 

課

題 

◆ 空き家・空き室の利活用、除却など適正管理が求められている。 

◆ (再掲)区民の居住形態の主流となる中高層マンションにおいて資産として継承されるストック形

成が求められている。 

◆ 居住形態や世帯構成に適した居住面積水準が確保できる質の高い住宅ストックが求められてい

る。 

◆ 世帯構成や多様化する住宅ニーズに応じて選択できる住宅の供給の誘導が求められている。 

◆ 環境に配慮した住宅への意識の高まりへの対応が求められている。 
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４．防災・防犯性の確保について 

現

状 

 木造の過半数が昭和55年以前（旧耐震基準）の建築[住宅・住環境の現状] 

 耐震診断・耐震改修を実施するうえでの問題点は「資金がない」[実態調査等の現状] 

 集合住宅居住世帯の町会・自治会加入率が低い[実態調査等の現状] 

 (再掲)防災の取り組みを行っているマンションの割合が低い[実態調査等の現状] 

 区外住民が希望する定住支援は「防犯対策の充実」の割合が高い[実態調査等の現状] 

 不燃化や耐震化にやや遅れが生じている[第５次住宅マスタープラン事業評価] 

 

 

特

性 

○ 住宅総戸数の約26％が旧耐震基準で建築され、木造では過半数となっているが、『資金がな

い』事が耐震改修の実施低迷の主な要因となっている。 

○ 集合住宅居住者の町会・自治会加入率が低く、自主防災組織や防災備蓄倉庫の設置なども少な

い状況にある。 

○ 耐震改修促進事業や民間金融機関と連携した金利優遇制度の活用など、事業の周知が不足して

いる状況にある。 

○ 耐震化率は戸建て木造住宅で38.4％、共同木造住宅で60.1％となっており、耐震改修を行って

いない住宅が区内に多数あり、リフォームは行うが、耐震改修を行っていない例が見受けられ

る。 

 

 

課

題 
◆ 旧耐震基準で建築された住宅の耐震診断、耐震改修が急務となっている。 

◆ 耐震性確保のための支援策の再検討が求められている。 

◆ 地域での防災、防犯活動など地域コミュニティ形成の充実が求められている。 
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５．新たな居住支援(住宅セーフティネット等)の構築について 

現

状 

 年収200万円未満の世帯が増加傾向にあり、借家世帯に多い[住宅・住環境の現状] 

 (再掲)高齢単身世帯は子どもが近くにいない割合が過半数[人口・世帯の現状] 

 高齢単身世帯は民間借家や公的住宅の居住割合が高く、住居費負担は４万円未満が多い[実態

調査等の現状] 

 子どもがいる世帯は「部屋の数・間取り」に不満をかかえ、居住費負担も大きい[実態調査等

の現状] 

 (再掲)民営借家では最低居住面積水準未満の割合が、子育て世帯では誘導居住面積水準未満の

割合が高い[住宅・住環境の現状] 

 公営住宅において住宅の面積と世帯人数のミスマッチが生じている[住宅・住環境の現状] 

 都営住宅の区移管が遅れている[第５次住宅マスタープラン事業評価] 

 (再掲)人口増加に対応して住宅総戸数が増加する一方、空き室・空き家率が上昇[住宅・住環

境の現状] 

 

特

性 

○ 借家世帯のうち公営借家で約50％、民営借家で約20％が年収200万円未満となっている。 

○ (再掲)高齢単身世帯の約50％は、近隣に親族世帯がいない状況にある。 

○ 高齢者夫婦世帯は持ち家居住が多い一方、高齢単身世帯は借家居住が多くなっている。 

○ 子どもがいる世帯は「部屋の数・間取り」に対する不満足度が高く、居住費は10～15万円が多

くなっている。 

○ (再掲)住宅の所有関係別では「民営借家」で最低居住面積水準未満の割合が、世帯構成別では

「子育て世帯」で誘導居住面積水準未満の割合が高くなっている。 

○ 公営住宅居住世帯は、居住年数が長くなる傾向があることから、入居中に世帯構成の変化が生

じ、住戸面積と世帯人数のミスマッチが生じている。 

○ (再掲)近年５年間で空き室・空き家が４千戸近く増加し、「共同住宅」では『賃貸用の住宅』、

「一戸建」では『市場に流通していない住宅』の空き室・空き家が多い。 

 

課

題 

◆ 多様な主体・分野との連携による重層的な住宅セーフティネットの構築が求められている。 

◆ 住宅の確保に特に配慮が必要な世帯に対する住宅供給が求められている。 

◆ 子どもがいるファミリー世帯の居住水準の向上が求められている。 

◆ 公営住宅の適正な入居管理が求められている。 
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６．高齢者世帯等の居住支援の形成について 

現

状 

 (再掲)後期高齢者単身世帯の割合が増加[人口・世帯の現状] 

 (再掲)高齢単身世帯は子どもが近くにいない割合が過半数[人口・世帯の現状] 

 住宅のバリアフリー化率は50％を下回る[住宅・住環境の現状] 

 (再掲)高齢単身世帯は民間借家や公的住宅の居住割合が高く、住居費負担は４万円未満が多い

[実態調査等の現状] 

 区民の約６割が高齢期には在宅サービスを受けながら自宅で暮らすことを希望[実態調査等の現

状] 

 高齢者向けの民間木造賃貸住宅の改修支援が遅れている[第５次住宅マスタープラン事業評価] 

 高齢者の住み替え支援が遅れている[第５次住宅マスタープラン事業評価] 

 高齢者世帯等への居住支援策の実績が上がっていない[第５次住宅マスタープラン事業評価] 

 (再掲)人口増加に対応して住宅総戸数が増加する一方、空き室・空き家率が上昇[住宅・住環境

の現状] 

 

特

性 

○ 高齢者が居住する住宅のバリアフリー化率は50％未満で、高齢者等のための設備がある住宅の割

合も住宅総戸数の50％未満となっている。 

○ (再掲)高齢単身世帯の約50％は、近隣に親族世帯がいない状況にある。 

○ (再掲)高齢者夫婦世帯は持ち家居住が多い一方、高齢単身世帯は借家居住が多くなっている。 

○ 民間木造賃貸住宅改修支援事業において、対象家主への事業周知や相談体制が構築されていな

い。 

○ 多様な主体・分野と連携し、高齢者世帯の構成や収入等に適した住宅を探すことができる仕組み

が構築されていない。 

○ 住宅あっせん制度などの高齢者世帯等の民間賃貸住宅入居支援事業の実績が上がっていない。 

○ (再掲)近年５年間で空き室・空き家が４千戸近く増加し、「共同住宅」では『賃貸用の住宅』、

「一戸建」では『市場に流通していない住宅』の空き室・空き家が多い。 

 

課

題 

◆ (再掲)多様な主体・分野との連携による重層的な住宅セーフティネットの構築が求められてい

る。 

◆ 高齢者等の特性に配慮したリフォームなどへの支援が求められている。 

◆ 安心して住み続けることができる、民間賃貸住宅の供給促進が求められている。 

◆ 高齢者世帯等が賃貸住宅に入居しやすくなるような支援策や仕組みづくりが求められている。 

◆ 見守りや安否確認などの福祉支援を受けながら、安心して暮らせる居住環境が求められている。 
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第６章 新住宅マスタープラン策定の方向性 

１．策定に向けた基本的な考え方 

策定の基本的な視点である「住み続けられる住環境整備」、「住宅セーフティネットの強化」、「高

齢者の新たな住まいづくり」の３つの視点に対して実効性のある住宅施策を推進する必要がある。

そのため、３つの視点を切り口に本区の住宅を取り巻く状況、これまでの住宅政策の現状及び評価、

区民居住意識等実態調査等から住宅・住環境の現状として６項目を抽出した。 

一方、国の住生活基本計画及び東京都住宅マスタープランも改定を行っており、「少子高齢化へ

の対応」、「マンション・団地の老朽化対策」、「空き家対策」を課題に据えるなど、新たな方向性を

示しており、本区の課題と重なる内容も含んでいる。 

このため、国や東京都の改定の動向を見据えながら、本区で浮き彫りになった現状と課題の解決

に向け、墨田区新住宅マスタープラン策定の方向性を以下の６項目とする。 

 

（1）多様な居住ニーズに応じた住環境整備  

（2）民間集合住宅（マンション）の維持管理の支援   

（3）住宅ストックの質の向上 

（4）安全・安心な住宅・住環境形成の支援   

（5）住宅セーフティネットの拡充 

（6）高齢者世帯及び障害者世帯等の居住の安定の確保 
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２．策定の方向性  

（１） 多様な居住ニーズに応じた住環境整備  

０歳～４歳が転出超過となっている一方で、20 歳代後半の転入超過により、単身若年層の割合が

高いことから、区内での住宅取得、家族形成、子育て等、定住できる住環境整備が必要になってい

る。また、高齢化の進展により高齢者がいる世帯数は増加傾向にあり、なかでも後期高齢者単身世

帯が増加していることから、希望する場所での住宅確保や必要な生活支援サービスが利用できる住

環境整備が必要になっている。 

住環境の充実のために求められている支援は、世帯構成や住宅の所有関係等によって異なること

から、住宅整備だけでなく必要な施設整備や環境整備等の幅広いニーズに応じた住環境整備が必要

になっている。 

 

（２） 民間集合住宅（マンション）の維持管理の支援   

長期修繕計画の作成や必要に応じた見直しなど、これまでのマンション管理の適正化への取組み

に加え、高経年マンションストックの増加により、老朽化等の課題の把握と適切な改修や建替えへ

の対応が求められている。半数以上のマンションで管理組合の役員のなり手不足が懸念されている

のに加え、改修や建替えなどにおいては多数の区分所有者の合意形成が必要になるなど、マンショ

ン特有の課題への対応が必要になっている。 

また、旧耐震基準で建設されたマンションの耐震診断の実施率が低いことから、耐震診断の必要

性や重要性について該当するマンション管理組合へ周知するとともに、耐震性確保のための取組み

が求められている。 

区民の居住形態の主流となるマンションにおいては、区分所有者が資産として認識し、自らの責

任において維持管理を行うことが基本であることについて、改めて周知する必要がある。 

 

（３） 住宅ストックの質の向上 

住宅総数の増加とともに空き室・空き家数も増加していることから、既存住宅活用型の市場への

転換が求められている。なかでも、市場に流通しておらず二次的な利用もされていない一戸建の空

き家（住宅・土地統計調査でいう「その他の住宅」）の適正管理が懸念され、活用及び再生による維

持管理が重要になっている。 

また、優れた長期優良住宅等の資産として承継できる良質で安全な新築住宅の供給による品質確

保とともに、ストックを良質で魅力的なものとし、住み継がれていくためには適切な維持管理、住

宅の省エネ化、リフォーム等により住宅の質と価値を高めていく必要がある。 

また、世帯構成や住宅ニーズの多様化から、求める住宅が選択できる住宅供給の誘導や質の高い

住宅ストックの形成が求められている。 
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（４） 安全・安心な住宅・住環境形成の支援   

過半数が旧耐震基準による木造住宅は、耐震診断、耐震改修による耐震性の確保が必要になって

いるが、「区民居住意識等実態調査」の結果では、実施のための『資金がない』ことが一番の問題と

なっており、耐震化の加速化に向けた支援の検討が必要になっている。 

安全で安心な暮らしを継続するためには、住宅の安全性確保に加えて、地域の住環境整備や区民

一人ひとりが地域で支え合う仕組みづくりが求められている。そのため、町会・自治会の活動の必

要性と重要性について区民の理解を得るとともに、加入率が低い共同住宅居住世帯に対して周知を

行っていく必要がある。 

 

（５） 住宅セーフティネットの拡充 

住宅を市場において自力で確保することが難しい「住宅の確保に特に配慮を要する世帯」が安心

して暮らせる住宅を確保できる仕組みづくりが求められており、民間賃貸住宅の空き家を活用した

新たな仕組みによる住宅セーフティネット機能の拡充が必要になっている。 

住宅セーフティネットの中核をなす公営住宅においては、入居後の世帯構成の変化に応じた住み

替えを行っていないため、世帯人数と住宅の面積のミスマッチが生じており、真に住宅に困窮する

区民に公平かつ的確に供給する観点から、適正な入居管理が求められている。 

また、区内には公社住宅やＵＲ賃貸住宅などの公的賃貸住宅があることから、住宅セーフティ

ネットにおける連携体制を構築する必要がある。 

 

（６） 高齢者世帯及び障害者世帯等の居住の安定の確保 

高齢者の増加、特に後期高齢者が増えている一方、「区民居住意識等実態調査」の結果では、高齢

期に希望する住まいは『自宅で暮らしたい』との回答が多いことから、高齢者自らが自立して健康

な住生活を維持し続けることに対してサポートする仕組みづくりが求められている。 

また、高齢者世帯及び障害者世帯に対して住宅を貸し渋る賃貸住宅所有者がいることから、希望

する住宅確保への支援とともに賃貸住宅所有者への意識啓発が求められている。 

そのため、住宅と福祉が不可分な関連性を有する高齢者や障害者の住環境整備において、本区に

おける住宅と福祉の施策に対する役割を明らかにし、相互の連携体制の構築が重要となる。 

また、持ち家のリフォーム等による高齢化対応に加えて、借家の家主に対してバリアフリー化や

手すりの設置など、入居する高齢者世帯や障害者世帯へのリフォーム等の対応を促す取組みが必要

となっている。 
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